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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期 

第３四半期連結
累計期間

第35期 
第３四半期連結

累計期間
第34期

会計期間

自 平成24年 
  10月１日 
至 平成25年 
  ６月30日

自 平成25年 
  10月１日 
至 平成26年 
  ６月30日

自 平成24年 
  10月１日 
至 平成25年 
  ９月30日

売上高 (千円) 3,247,028 3,131,534 4,311,694 

経常利益 (千円) 338,769 467,199 444,349 

四半期(当期)純利益 (千円) 222,378 275,230 263,727 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(千円) 244,390 295,869 290,909 

純資産額 (千円) 3,631,050 3,872,513 3,677,568 

総資産額 (千円) 4,608,592 5,222,097 4,596,085 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 42.60 52.73 50.53 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 77.5 74.0 78.6 
 

回次
第34期 

第３四半期連結
会計期間

第35期 
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自 平成25年 
  ４月１日 
至 平成25年 
  ６月30日

自 平成26年 
  ４月１日 
至 平成26年 
  ６月30日

１株当たり四半期 
純利益金額 

(円) 35.64 9.50 
 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

なお、平成25年２月８日にぴあ株式会社と締結していた「名称使用許諾契約」については、平成26年６

月29日をもって契約終了しております。 

  

(1) 経営成績の分析 

 当第３四半期連結累計期間（平成25年10月１日～平成26年６月30日）におけるわが国経済は、企業収

益の改善等を背景に景気は緩やかな回復基調が続いており、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反

動等はあるものの徐々にその影響も和らぎ、回復基調が続くことが期待される状況となっております。

 情報通信業界におきましては、企業のソフトウェア投資は緩やかに増加しており、情報サービス業及

びインターネット附随サービス業の売上高についても前年同四半期（平成24年10月１日～平成25年６月

30日）と比べ増加しております。また、個人のインターネットを利用した支出についても前年同四半期

と比べ増加しております。このような中、スマートフォンの更なる普及に加え、無線LANやモバイルデ

ータ通信の高速規格の急速な普及等、モバイル情報通信に関する市場環境の変化は更に加速してまいり

ました。 

 当社グループにおきましても、この市場環境の変化に対応し、更なる事業展開に向けた基盤の確立に

努めてまいりました。「乗換案内」の各種インターネットサービス（携帯電話サイト・スマートフォン

アプリ・スマートフォンサイト・PCサイト）の検索回数は平成26年４月には月間約２億1,000万回とな

っております。また、当該サービスを日常的にご利用いただいている方（無料サービスを３ヶ月間に１

回以上ご利用いただいた方及び有料会員の方の合計）は当第３四半期連結累計期間においては概ね

1,000万人程度となっており、多くの方々に広くご利用いただいております。 

 このような環境の中で、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は3,131,534千円

（前年同四半期比3.6％減）、営業利益は451,766千円（前年同四半期比31.1％増）、経常利益は

467,199千円（前年同四半期比37.9％増）、四半期純利益は275,230千円（前年同四半期比23.8％増）と

いう経営成績となりました。 

 売上高につきましては、前年同四半期には損益を連結していた株式会社エキスプレス・コンテンツバ

ンク（EXCB）が、前年第１四半期連結会計期間末より連結の範囲から外れ持分法適用の関連会社となっ

たことが、前年同四半期と比べた減少の主要因であります。営業利益につきましては、販売費及び一般

管理費の削減等の影響により、前年同四半期と比べ大きく増加いたしました。経常利益につきまして

も、上記に加え持分法による投資利益の発生（前年同四半期は損失）等があり、前年同四半期と比べ大

きく増加いたしました。四半期純利益につきましては更に、前年同四半期に発生していたのれん償却額

が無くなった影響等があったものの、前年同四半期には連結子会社の吸収合併に伴う法人税等の減少等

があったため、全体としては上記の結果となりました。 

  
セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（乗換案内事業） 

 乗換案内事業における製品・サービス別の状況を踏まえた主な変動要因は以下の通りです。 

 モバイル向けの事業につきましては、スマートフォン向け有料サービスの売上高は増加したもの

の、全体としては前年同四半期と比べ売上高は減少いたしました。法人向けの事業につきましては、

自治体向け等の大型案件の受注・納品等が順調に進んだこと等により、前年同四半期と比べ売上高は

大きく増加いたしました。旅行関連事業に関しましては、前年同四半期には第２四半期連結会計期間

以降の損益のみを連結していたイーツアー株式会社について、当第３四半期連結累計期間においては

期首から損益を連結していること等により、売上高は前年同四半期と比べ大きく増加しております。

なお、EXCBが前第１四半期連結会計期間末に連結の範囲から外れた影響により、モバイル向け・広

告・法人向けの事業について同社の前第１四半期連結会計期間分の売上高が減少しております。 

 以上の結果、乗換案内事業全体としては売上高2,989,333千円（前年同四半期比3.0％増）、営業利

益728,996千円（前年同四半期比3.2％増）となりました。 

  
（マルチメディア事業） 

 マルチメディア事業では、EXCBが連結の範囲から外れた影響等により、全体として売上高は前年同

四半期と比べ大きく減少しております。一方で、営業費用も大幅に削減できており、前年同四半期と

比べ利益面では改善しております。 

 それらの結果、売上高27,905千円（前年同四半期比88.1％減）、営業損失50,770千円（前年同四半

期は114,601千円の損失）となりました。 

  
（その他） 

 受託ソフトウェア開発等において前年同四半期と比べた売上高はやや増加いたしました。それに加

え、営業費用の削減にも努めた結果、当第３四半期連結累計期間においては営業利益を計上しており

ます。 

 以上の結果、売上高145,624千円（前年同四半期比4.4％増）、営業利益21,864千円（前年同四半期

は7,071千円の損失）となりました。 

  
 なお、上記のセグメント別の売上高は、セグメント間の内部売上高を相殺しておりません。また、営

業利益は、配賦不能営業費用及びセグメント間の内部取引による営業費用の控除前の数値であり、合計

は連結営業利益と一致しておりません。 

  

(2) 財政状態の分析 

 当第３四半期連結累計期間末における財政状態は、前連結会計年度末（平成25年９月末）と比較しま

すと、資産は626,012千円増の5,222,097千円、負債は431,067千円増の1,349,583千円、純資産は

194,944千円増の3,872,513千円となりました。 

 資産は、流動資産につきましては、629,236千円増の4,137,759千円となりました。これは、繰延税金

資産が38,528千円減の65,207千円となり、その他に含まれる未収還付法人税等が77,867千円あったもの

がほぼ無くなった一方で、現金及び預金が440,572千円増の2,892,615千円、前渡金が314,333千円増の

533,987千円となったこと等によるものです。現金及び預金の増加は、四半期純利益の発生や、未払法

人税等の増加、法人税等の還付等によるものです。前渡金については、旅行関連の仕入が夏場に大きく

増加するという季節要因があり、主にそれに伴って増加いたしました。また、繰延税金資産の減少は繰

越欠損金の減少等によるものです。その他に含まれる未収還付法人税等の減少は、法人税等の還付によ

るものです。 
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 固定資産につきましては、3,223千円減の1,084,337千円となりました。これは、有形固定資産が

7,875千円増の255,438千円、無形固定資産が47,655千円減の244,889千円、投資その他の資産が36,555

千円増の584,008千円となったことによるものです。有形固定資産が増加しているのは、償却が進んで

いる一方で、主にネットワーク関連設備の増強を目的として工具、器具及び備品の取得を行ったことに

よるものです。無形固定資産が減少しているのは、主にソフトウエアの償却が進んでいることによるも

のです。投資その他の資産が増加しているのは、投資有価証券が51,320千円増の362,226千円となった

こと等によるものです。投資有価証券の増加は、関連会社株式について持分法による投資利益を計上し

たことや、非連結の子会社株式や関連会社株式を取得したこと、その他有価証券の時価評価によるプラ

スの評価差額を計上したこと等によるものです。 

 負債は、流動負債につきましては、431,341千円増の1,340,205千円となりました。これは、未払法人

税等が126,695千円増の133,816千円、前受金が331,024千円増の776,600千円となったこと等によるもの

です。未払法人税等の増加は、前年同四半期には連結子会社の吸収合併に伴い減少していた法人税等の

計上が増加したことや、同様の要因により前連結会計年度末において未払法人税等が少なかったこと等

によるものです。前受金の増加は、主に旅行関連の売上高が夏場に大きく増加するという季節要因によ

るものです。 

 固定負債につきましては、当第３四半期連結累計期間においては大きな動きが無く、274千円減の

9,378千円となりました。 

 純資産は、株主資本が233,473千円増の3,832,849千円、その他の包括利益累計額が20,006千円増の

33,740千円、少数株主持分が58,534千円減の5,923千円となりました。株主資本が増加しているのは、

四半期純利益275,230千円が剰余金の配当41,756千円を上回った影響により、利益剰余金が233,473千円

増の3,285,594千円となったことによるものです。その他の包括利益累計額が増加しているのは、その

他有価証券評価差額金が15,320千円増の10,274千円となったこと等によるものです。少数株主持分が減

少しているのは、一部の連結子会社において自己株式を取得したこと、及び一部の連結子会社の株式を

追加取得したこと等によるものです。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  
(4) 研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は10,549千円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,000,000 

計 19,000,000 
 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,255,000 5,255,000 
東京証券取引所 
JASDAQ（スタンダ
ード） 

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
あります。 

計 5,255,000 5,255,000 ― ―
 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成26年４月１日～ 
平成26年６月30日 

─ 5,255,000 ─ 277,375 ─ 284,375 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式３株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

該当事項はありません。 

  

      平成26年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式  35,400
― 単元株式数 100株

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

5,219,000 
52,190 同上

単元未満株式 
普通株式 

600 
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 5,255,000 ― ―

総株主の議決権 ― 52,190 ―
 

    平成26年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
 ジョルダン株式会社 

東京都新宿区新宿２丁目 
５番１０号 

35,400 ― 35,400 0.67 

計 ― 35,400 ― 35,400 0.67 
 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年４月１

日から平成26年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年10月１日から平成26年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成26年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,452,043 2,892,615

受取手形及び売掛金 558,619 547,893

商品及び製品 3,044 865

仕掛品 16,133 9,745

原材料及び貯蔵品 693 922

前渡金 219,653 533,987

繰延税金資産 103,736 65,207

その他 164,831 99,935

貸倒引当金 △10,232 △13,413

流動資産合計 3,508,523 4,137,759

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 71,260 66,602

機械装置及び運搬具（純額） 2,218 4,494

工具、器具及び備品（純額） 91,254 100,314

土地 82,829 84,027

有形固定資産合計 247,563 255,438

無形固定資産   

のれん 17,632 14,694

ソフトウエア 272,414 223,705

その他 2,498 6,490

無形固定資産合計 292,545 244,889

投資その他の資産   

投資有価証券 310,906 362,226

敷金及び保証金 210,561 213,062

長期貸付金 － 5,940

長期滞留債権 3,500 3,460

長期預金 4,800 －

繰延税金資産 13,096 3,552

その他 7,922 5,002

貸倒引当金 △3,333 △9,235

投資その他の資産合計 547,453 584,008

固定資産合計 1,087,561 1,084,337

資産合計 4,596,085 5,222,097
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成26年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 205,512 189,617

未払費用 74,234 60,402

未払法人税等 7,121 133,816

未払消費税等 10,619 34,658

前受金 445,575 776,600

賞与引当金 93,300 75,311

役員賞与引当金 7,250 6,030

返品調整引当金 1,421 767

ポイント引当金 4,691 4,347

受注損失引当金 713 －

その他 58,425 58,655

流動負債合計 908,864 1,340,205

固定負債   

ポイント引当金 3,752 3,478

その他 5,900 5,900

固定負債合計 9,652 9,378

負債合計 918,516 1,349,583

純資産の部   

株主資本   

資本金 277,375 277,375

資本剰余金 287,290 287,290

利益剰余金 3,052,121 3,285,594

自己株式 △17,410 △17,410

株主資本合計 3,599,376 3,832,849

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △5,046 10,274

為替換算調整勘定 18,780 23,466

その他の包括利益累計額合計 13,734 33,740

少数株主持分 64,457 5,923

純資産合計 3,677,568 3,872,513

負債純資産合計 4,596,085 5,222,097
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 3,247,028 3,131,534

売上原価 1,585,160 1,589,984

売上総利益 1,661,868 1,541,550

返品調整引当金戻入額 1,470 1,421

返品調整引当金繰入額 1,441 767

差引売上総利益 1,661,897 1,542,204

販売費及び一般管理費 1,317,195 1,090,438

営業利益 344,701 451,766

営業外収益   

受取利息 842 374

受取配当金 2,079 1,784

持分法による投資利益 － 13,160

為替差益 5,852 669

助成金収入 2,300 －

貸倒引当金戻入額 5,000 －

雑収入 1,842 5,702

営業外収益合計 17,915 21,691

営業外費用   

支払利息 1,117 －

持分法による投資損失 22,610 －

貸倒引当金繰入額 － 5,940

雑損失 119 317

営業外費用合計 23,847 6,257

経常利益 338,769 467,199

特別利益   

固定資産売却益 800 －

子会社株式売却益 22,576 －

投資有価証券売却益 276 1,500

負ののれん発生益 － 28,384

特別利益合計 23,652 29,884

特別損失   

固定資産除却損 2,225 －

子会社株式評価損 － 2,638

のれん償却額 114,829 －

特別損失合計 117,055 2,638

税金等調整前四半期純利益 245,367 494,445

法人税等合計 20,501 218,582

少数株主損益調整前四半期純利益 224,866 275,863

少数株主利益 2,487 633

四半期純利益 222,378 275,230
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 224,866 275,863

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,023 16,359

為替換算調整勘定 20,548 4,685

持分法適用会社に対する持分相当額 － △1,038

その他の包括利益合計 19,524 20,006

四半期包括利益 244,390 295,869

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 241,810 295,236

少数株主に係る四半期包括利益 2,580 633
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  保証債務 

関係会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん

償却額は、次のとおりであります。 
  

  

(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成24年10月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年10月１日 至 平成26年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度 

(平成25年９月30日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日)

株式会社エキスプレス・ 
コンテンツバンク 

15,250千円 2,740千円
 

  (自  平成24年10月１日 
至  平成25年６月30日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年10月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間

減価償却費 147,869千円 151,483千円

のれん償却額 124,743千円 4,021千円
 

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年12月20日 
定時株主総会 

普通株式 41,756 8.00 平成24年９月30日 平成24年12月21日 利益剰余金
 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月20日 
定時株主総会 

普通株式 41,756 8.00 平成25年９月30日 平成25年12月24日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間(自  平成24年10月１日  至  平成25年６月30日) 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託開発ソフトウェア業、情報関

連機器リース業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△240,005千円には、のれん償却額△9,914千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△230,091千円が含まれております。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動） 

 第１四半期連結会計期間末において、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクの株式を一部譲渡

し連結の範囲から除外したことに伴い、のれんの金額に重要な変動が生じております。 

 なお、当該事象による当第３四半期連結累計期間におけるのれんの減少額は、44,672千円でありま

す。 

 また、第２四半期連結会計期間末において、連結子会社であるイーツアー株式会社の株式を追加取

得したことに伴い、のれんの金額に重要な変動が生じております。 

 なお、当該事象による当第３四半期連結累計期間におけるのれんの増加額は、18,612千円でありま

す。 

  

(単位：千円) 

 

報告セグメント
その他 
(注)１

調整額 
(注)２

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)３乗換案内事業

マルチ 
メディア事業

計

売上高             

外部顧客への売上高 2,901,749 234,741 3,136,490 110,537 ― 3,247,028 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

192 ― 192 28,996 △29,189 ― 

計 2,901,941 234,741 3,136,683 139,534 △29,189 3,247,028 

セグメント利益 
又は損失(△) 

706,379 △114,601 591,778 △7,071 △240,005 344,701 
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当第３四半期連結累計期間(自  平成25年10月１日  至  平成26年６月30日) 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託開発ソフトウェア業、情報関

連機器リース業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△248,324千円には、のれん償却額△4,021千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△244,303千円が含まれております。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  
(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(単位：千円) 

 

報告セグメント
その他 
(注)１

調整額 
(注)２

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)３乗換案内事業

マルチ 
メディア事業

計

売上高             

外部顧客への売上高 2,987,662 27,905 3,015,568 115,966 ― 3,131,534 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,671 ― 1,671 29,657 △31,328 ― 

計 2,989,333 27,905 3,017,239 145,624 △31,328 3,131,534 

セグメント利益 
又は損失(△) 

728,996 △50,770 678,225 21,864 △248,324 451,766 
 

項目 (自  平成24年10月１日 
至  平成25年６月30日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年10月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 42円60銭 52円73銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益金額(千円) 222,378 275,230 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ 

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 222,378 275,230 

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,219 5,219 
 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成２６年８月１２日

ジョルダン株式会社 

 取 締 役 会  御 中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジ

ョルダン株式会社の平成25年10月１日から平成26年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年10月１日から平成26

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、

四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジョルダン株式会社及び連結子会社の平成

26年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  

  公認会計士 岡 村 健 司 
 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  

  公認会計士 松 尾 浩 明 
 

  

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年８月12日 

【会社名】 ジョルダン株式会社 

【英訳名】 Jorudan Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  佐 藤 俊 和 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿二丁目５番10号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  
 



当社代表取締役社長佐藤俊和は、当社の第35期第３四半期(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


